
とにはならない0給与エネルギー量や栄養素量は、あくまでも得られた情報から推定し  

ているものであり、絶対に守るべき値ではない。不確定な要素を含む値であることを理  

解L／、摂取状況のモニ9IJングを行い、計画を修正していくことが必要となり、PDCA  

サイクルにより、評価に基づいて次の食事計画を行うことが重要となる。  

図15 給食管理を目的とした食事摂取基準の適用による食事計画のPDCAサイクルの概要  

集団の特性（性、年齢、身体活動レ  

ベル、BMl（身長、体重））の把握  

推定平均必要量等が類似のグループごとに、給与栄  

養量を決定することが基本  

〔食事摂取量のアセスメント（評価）〕   

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉  

BMlの分布から、正常範囲外にある  

人の割合を算出  

〈栄養素  の摂取不足の  

摂取量の分布から、推定平均必要量  

を下回る人の割合を算出  

〈栄養素の過剰摂取の評価〉  

摂取量の分布から、耐容上限墨を上  

回る人の割合を算出  

〈生活習慣病の一次予防を目的と  した評価〉  

摂取量の分布から、目標量の範囲を  

逸脱する人の割合を算出  
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〈エネルギー摂取の過不足を防ぐため〉  

＞ BMlが正常範囲に入っていることを前提に、エネルギー量は、性・年齢階級・身体   

活動L／ベルから推定エネルギー必要量を算出する。BMlが18．5未満の人や、BMt   

が25．0以上の人に対しては、個別に栄養管理を計画することが望ましい。  

〈栄養素の摂取不足を防ぐため〉  

＞ 推定平均必要量を下回る人がほとんどいなくなるよう献立を計画する。また推定平   

均必要量が設定できない栄毒素については、摂取量の中央値が目安量になるよう献  

立を計画する。  

＞ 具体的には推奨量または目安量に近い摂取量になるよう献立を計画する。これらよ   

り摂取量が少なくなる場合は、推奨量または目安量を目指した献立を計画する。推   

奨量を満たすことが困難な場合でも、推定平均必要量は下回らないように留意する。  

＞ 対象集団において、栄養素の不足者の割合を少なくするための単純な方法として分   

布シフト法がある。この方法は、ベースラインとなる習慣的な摂取量の分布の形を   

変えることなく、不足者の割合を少なくするために必要な栄養素の増加量について、   

単純にシフトさせる方法である。不足者の割合が2～3％以下になるように増加量   

を決定し、その量を実際の摂取量に加えることになるが、実行可能性を考慮すると   

ともに、その場合の摂取量の中央値が推奨蔓を超えることもあるので留意する。  

＞ 対象者全員が推奨量や目安量を満たす必要はなく、そのようにすると過剰摂取の人   

が出現する割合が大きくなることもあるため留意が必要である。  

〈栄養素の過剰摂取を防ぐため〉  

＞ 耐容上限量を超える人が出ないように献立を計画する。  

〈生活習慣病の一次予防に資するため〉  

＞ 摂取量が目標量の範囲内に入るような献立を計画する。なお、この場合、予防を目   

的としている生活習慣病が関連する他の栄養関連因子等の存在とその程度を明らか  

にし、これらを総合的に考慮した上で、改善の程度を判断するとともに、少しずつ  

目標量に近つけるような献立を計画、実施する。  
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◆一部の食事（併売ば昼食のみノ 家居解す名場合の倉手相の虎屋：右彦   

一部の食事（例えば昼食のみ）を提供する場合には、食事を提供する集団の1日の食  

事摂取量を把握し、そのうらで昼食が給与する割合をエネルギーと主要な栄養素につい  

て決定し、それを満たすことを目的として食事計画を決定することが望まれる。   

対象集団の一部であっても、その人々を対象とした習慣的な摂取量調査を実施するよ  

うに努める。いったん習慣的な摂取量調査の結果が集積されれば、類似の施設で参考に  

することもできる。   

健康増進や生活習慣予防の観点からは、昼食だけではなく1日当たりの習慣的摂取量  

を考えることが基本となるが、昼食での摂取量がその改善に大きく影響する低栄養時代  

とは異なり、肥満など摂取のアンバランスが課題となる現代では、昼食のみの管理には  

限界があり、1日のうらの伺％の提供がよいかについてはさまざまな検討が必要となる。   

また、食事提供の機会に、料理や食物の適切な選択につながる基本的な情報の提供を  

あわせて行うなど、食事提供の意義を高める万策を導入することも重要といえる。  

図16 「学校給食摂取基準」における食事摂取基準の活用例  
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Ⅳ 国レベルにおける食事摂取基準の活用における方向性と課題に  

ついて  

1．食事摂取基準の改定を踏まえた食事バランスガイドの見直しの必要性について   

「食事バランスガイド」は何をどれだけ食べたらよいかをわかりやすく料理例で示し  

たものであり、食事摂取基準2005年版の数値を参照にして作成されているため、本検  

討会の下に作業部会（部会リーダー 吉池信男）を設置し、その見直しの必要性につい  

ての検証を行った。  

く料理区分ごとの摂取の目安（SV）の基礎となるエネルギー量の区分について〉   

食事バランスガイドは、基本形となるエネルギー量2，200±200kcalを中心に、  

1，800±200kcal、2，600±200kcalの3つの区分を設け、主食、副菜、主菜等の5  

つの料理区分における摂取の目安（S＞）が示されている。   

食事摂取基準2010年版における推定エネルギー必要量の変更に伴い、6～7歳の身  

体活動レベルⅠ（女性）など1，600kcalを下回るケース、その一万で15～17歳の身  

体活動レベルⅢ（男性）など2，800kcalを上回るケースと、現行の区分では対応できな  

い部分が生じてきた。特に成長期においてエネルギー量が低いまたは高い場合には、必  

要に応じてS＞数を調整することになるが、低い方では1，400kcal程度、高い万では  

3，000kcal程度まで対応できるように、エネルギー量の下限及び上限の幅を広げること  

とした。これに伴い、性・年齢、身体活動レベルから見た1日に必要なエネルギー量と  

摂取の目安について、変更が必要となった。なお、身体活動レベルは、「低い」「ふつう  

以上」の2区分とし、その説明について日常生活の内容との整合性を囲った（図17）。  

く新たなエネルギー量の区分に応じた摂取の目安（SV）について〉   

このエネルギー量の区分に応じた主食、副菜、主菜等の5つの料理区分における摂取  

の目安について検討を行った。具体的には、食事バランスガイドの作成時に用いた料理  

データベース1）と、新たに研究で開発された料理データベース2）を用いて、料理区分ご  

とに1S＞に相当するエネルギー及び栄養価を算出し、エネルギー墨の区分ごとに摂取  

自安の範囲で摂取した組合せで算出した平均値と食事摂取基準2010年版の推奨量等と  

の比較・検討を行った（図18）。その結果、大きな市離はなかったため、現行のSVを  

変更する必要はないが、2，400～3，000kcalの区分の主食の摂取目安の7～8SVにつ  

いて、6～8S＞に変更しその幅を広げた万が、主食・副菜・主菜のバランスがとりやす  

く、弾力的な運用が可能となるとの結論を得た（図19）。  

〈妊産婦のための食事バランスガイドにおける摂取の目安（SV）について〉   

妊産婦のための食事バランスガイドについて、食事摂取基準2010年版では妊娠末期、  

授乳期のエネルギー付加量がやや減少しているが、他の栄養素の付加量もあわせて比  

較・検討を行った結果、現行の付加量との間に大きな而離はなかったため、付加する摂  

取の目安（S＞）に変更の必要性はないとの結論を得た（図20）。  

29   



図1－7食事摂取基準2010年版による性ヰ齢、身体活動レベルから見た1日に必要なエネルギー量と「摂取の目安」（案）  
変更点については点線及び下線  
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「低   い」＝生活の大部分が座位の埠全  ○  

○肥満（成人でBMI≧25）のある場合には、体重変化を見ながら適宜、「摂取の目安」   

のランクを1つ下げることを考慮する。   

「ふつう盟主」＝座位中心だが仕事・家事・通勤・余暇での歩行や  

畔川礫礎  

多い場合や活発な運動習慣を持っている壌合  

※強いスポーツ等を行っている場合には、さらに多くのエネルギー   

を必要とするので、身体活動のレベルに応じて適宜必要量を摂取する。  



図18 各エネルギー区分で摂取目安の範囲で摂取した組合せで試算した平均値と  

食事摂取基準2010年版の推定エネルギー必要量及び推奨量との比較  

一食事バランスガイド作成時に用いた平成7年国民栄養調査結果より算出した料理・食品のデータ  

ベースによる分析結果1）－  

＊エネルギー及びたんばく賃、脂質、炭水化物、カリウム、カルシウム、鉄、ビタミンA、ビタミンBl、ビタミンB2、ビタミンC、  

コレステロール、食物繊維、食塩相当iについて下記検証を行い、その一部を示した。  
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上記と同様の検証を、大学生および中年男女の食事記録から得られた延べ42，508品目の料理データベースを解  

析し、5つの料理区分のサービング数の組合せから摂取されるエネルギー及び栄養素量を求め、食事摂取基準  

（2010年版）との比較検討を行った2）。  

く出典〉  

1）厚生労働省・農林水産省：フードガイド（仮称）検討会報告書 食事バランスガイド．P36～41，平成17年  

2）平成21年度厚生科学研究費補助金（循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業）「日本人の食事摂取基準の  

活用方法に関する検討」報告書．「日本人の食事摂取基準（2010年版）」に基づく食事バランスガイドのサ  

ービング敷設定方法の検討．（研究分担者吉池信男、研究協力者早渕仁美、松永泰子、永原東奈見）  
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図19食事摂取基準2010年版による対象者特性別、料理区分における摂取の目安（案）  

変更点は下線  

単位：つ（SV）  

対象者  
エ‾   

主食   副菜   主菜  牛乳・乳製品  果物   

a－  4′～5   3′～4   

（高齢者を含む）女性  

ほとんどの女性  5′）6  2   2  

2200kcal  
身体活動の低い ±200kcal  5′）7  3′～5  

（高齢者を含む）男  

12歳以上の賀 2400kcal  
ほとんどの男性 ～3000kcal  

宣′～8   6′）7   4′）6   2′）3   2′）3   

・1日分の食事量は、活動（エネルギー）量に応じて、各料理区分における摂取の目安（つ（SV））  

参考にする。  

・ほとんどの女性と活動量の低い（高齢者を含む）男性向けの場合（2200±200kcaり、副菜（5～6つ  

（SV））、主菜（3～5（SV））、牛乳・乳製品（2（SV））、果物（2（SV））は同じだが、主食の量と、主菜  

の内容（食材や調理法）や量を加減して、バランスの良い食事にする。  

成長期で、身体活動レベルが特に高い場合は、主食、副菜、主菜について、必要に応じて   

SV数を増加させること で適宜対応する。  

（参考）食事摂取基準2005年版による対象者特性別、料理区分における摂取の目安  
単位：つ（SV）   

エネルギー  
対象者  主食   副菜   

kcal  
主菜  牛乳一乳製品  果物   

6～9歳のこども 1600  

身体活動の低い  4～5   3～4   

（高齢者を含む）女性 1800  

ほとんどの女性 2000  5～6  2   2  

身体活動の低い 
2200  5～7  3～5  

（高齢者を含む）男性ノ 2400  

12歳以上の 2600  

ほとんどの男性 
7～8   6・〉7   4～6   2一〉3   2～3   

2800  

く出典〉 厚生労働省■農林水産省ニフードガイド（仮称）検討会報告書 食事バランスガイド．Pll，平成17年  
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図20 妊産婦の食事バランスガイドにおける食事摂取基準2010年版による  

「年齢・妊婦・授乳期別の料理区分における摂取の目安」（案）  

変更点は下線  

副菜  主菜  牛乳 ・乳製品  果物   
エネルギー kcal  主食  

1，800  4～5   3～4   

2，000   
5～6  2   

3～5   
2  

5～7     2．200   

2．400   

付加量  
単位：つ（SV）  

エ泉ルゴ ー   牛乳  
kcal   主食  副菜  主菜   ・乳製品  果物  

妊娠初期（16週未満）   ＋50kcal   付加量なし   

妊娠中期（16－28週未満）   ＋250kcal  ＋1   ＋1  十1   

娠束組彪8〆過＼以上！）∴Fこ   予450k¢al 
－も 

威儀凋巨 胸毛徽由r 可  ．＋1   iト   J≠ ＋1   

（参考）「食事バランスガイド」を用いた場合に推定されるエネルギー及び栄養素の付加量  

「食事バランスガイド」のSVによる付加罷  食事摂取基準2010年版  
による付加最  妊娠末期及び授乳期  妊娠中期  

範囲（±1SD）  平均値 範囲（±1SD  妊娠中期 妊娠末期 授乳期  

エネルギー（kcal）  235  128～342  512  333へ′690  250  450  350  

たんばく質（g）  

脂質（g）  

炭水化物（g）  

8．5  3．8～13．2  17．5  9．5～25．6  〇  25  20  

9．6   1．8～17．5  

29．8  13．5～46．1   

2．0  0～3．1  

17．3  0．9～33．7  

71．1  43．3～99  

2．0  0～4．2  15  15  2．5  

ルシウム（mg）  74  0～155  

（〃gRE）  135  0～312  

194  79～310  

0  80  450  189  0～492  レチノール  

0．19   0．03～0．34  0．30  0．03′、′0．56  0．1  0．2  0．2  

0．17   0．03′→、ノ0．31  0．32  0．05′、0．59  0．2  0．3  0．4  

ビタミンC（mg）  43  0へ′101  43  0～107  10  10  50   
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2．食事摂取基準の適用に向けた国民健康・栄養調査（栄養摂取状況調査）の  

課題について  

（1）国民の習慣的摂取量の把握を目的とした国民健康・栄養調査（栄養摂取   

状況調査）の課題について   

国民健康・栄養調査は毎年11月に実施している。この調査は、無作為抽出した  

世帯及び世帯員の健康な人を対象に、指定された調査日（日曜日及び祝日を除く）  

に摂取した1日分の食事内容を秤量食事記録法で把握している。   

国民健康・栄養調査は1日調査であり、長期間にわたる習慣的な摂取量を把握し  

ているわけではない。1日の調査から得られる摂取量の分布曲線は、習慣的な摂取  

量の分布曲線に比べて、幅がかなり広いため、推定平均必要量未満の人の割合を過  

大に評価するおそれがある。   

こうした日間変動に対処するためには、2日間（できれば非連続した2日間）以  

上の日数にわたって調査を行うことが望ましいが、現行の調査においても調査協力  

率の低下等の課題がみられていることから、調査日数の変更には慎重な検討が必要  

である。   

平成15～17年の厚生科学研究では、全国14地区において1年間12回（4季  

節非連続3日間調査）実施した調査結果を用いて、個人内変動と個人間変動を把握  

し、それに墨っき1日調査の結果をもとに習慣的摂取量を推定するための検証を行  

った。その結果、一部の対象者について2日間の繰り返し調査を行うことができれ  

ば、習慣的摂取量の分布を推定することが可能であることが示されている（図21）。  

今後、複数日の調査結果の集積を通して、1日調査と習慣的摂取量の標準偏差の比が  

明確となるよう、統計学的手法が整備されれば、1日調査でも習慣的な摂取量の分布  

を推定することが可能となると考えられ、研究での検証が必要とされる。   

図21総エネルギー量の1日摂取量と習慣的摂取量の分布の推定値  

叫  

ANO＞A法：習慣的な摂取量の分  

布が正規分布で、個人間変動は全  

ての個体に共通したもの  

SIDE法：統計学的手法を用いて  

分布を正規分布に近似させ、個人  

間変動が全ての個体で共通とい  

う仮定を必要としない方法  

く出典〉平成15－17年度厚生科学研究費補助金（健康科学総合研究事業）「国民健康・栄養調査  

における各種指標の設定及び精度の向上に関する研究」報告書．標本抽出方法及びデータ  

解析手法の検討（主任研究者 吉池信男、分担研究者 横山徹爾）  
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また、食事摂取基準の目安量の策定に、国民健康・栄養調査の結果が活用されて  

いるという現状もある。2010年版においては、ビタミンEやパントテン酸、カリ  

ウム等の目安量の策定に国民健康・栄責調査の結果を用いている。平成17年と平  

成18年の2年分の調査結果を活用しているが、習慣的摂取量の中央値として示さ  

れる目安量として、1日調査の結果を活用することの妥当性やその方法についても、  

今後は研究における検証が必要となる。  

（2）国民健康一栄養調査結果におけるエネルギー■栄養素の摂取量の食事  

摂取基準を適用した評価方法について   

現在の国民健康・栄責調査結果は、1日調査であり、その対象者数も限られてい  

ることから、食事摂取基準を適用して、摂取量の過不足等を評価するまでには至っ  

ていない現状にある。前述の複数日調査の必要性も含め習慣的摂取量を把握するた  

めの方法論を研究において検討しつつ、あわせて国民健康・栄義調査結果における  

食事摂取基準を適用した評価方法の検討を進めることも必要となる。   

また、国民健康・栄養調査においては、身体活動レベルの判定を実施しているが、  

その方法の妥当性についても検証を行う必要がある。特に、2010年版「日本人の  

食事摂取基準」策定検討会報告書では、小児の身体活動レベルが3区分となってい  

るが、その活動内容（例）は示されていない。なお、小児の身体活動レベルの根拠  

になった論文からは、表4に示す活動内容がその例示として考えられる。低いレベ  

ルの活動内容は、身体を動かす運動や外遊びが相対的に少ない、室内で過ごすこと  

が多いなどで判断する。高いレベルの活動内容とは、身体を動かす運動や外遊びが  

相対的に多く、特定のスポーツを行っている（サッカー、野球など）などで判断す  

る。こうした判定方法についても、研究においてその方法の妥当性について検証を  

行い、その結果を踏まえ修正を加えていくことになる。  

表4 小児の身体活動レベル別にみた活動内容（例）について  

身体活動レベル   活動内容（例）   

低い（Ⅰ）   体育や休み時間以外は活発な活動（運動・外遊びなど）が  

ほとんどない。（活発な活動が、1日当たり合計30分程度）   

ふつう（Ⅱ）   放課後もよ＜外遊びする。（活発な活動が、1日当たり合計  

1時間程度）   

高い（Ⅲ）   「ふつう」に加えて、週末などに活発なスポーツ活動を行って  

いる（活発な活動が、1日当たり合計2時間程度）   
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3．食事摂取基準の理論を理解し活用するための教育の重要性について   

食事摂取基準の活用を進めてい＜ためには、管理栄養士等の専門職種がその養成課程  

や卒後教育において、食事摂取基準の策定や活用の理論を理解することが必要である。   

こうした理論に関する理解を深めるため、食事摂取基準の総論として、前回2005年  

版では、策定方針の特徴や基本的な考え方、活用に関する基本的考え方を記述した。さ  

らに今回の2010年版では、「策定の基礎理論」と「活用の基礎理論」を新たに項立て  

し、記述を行った。理論とは、個々の事実や認識を統一的に説明することのできる普遍  

性をもつ体系的な知識のことである。   

食事摂取基準を理解し、活用するためには、指標や数値に関する断片的な知識ではな  

＜、エネルギーや栄養素の代謝やその生理的意義、必要量を決定するための科学的根拠、  

食事摂取基準の概念や特徴、さらに食事改善や給食管理を目的とした適用など、栄養学  

の基礎から応用・実践までを、体系的に教え、学J訓士組みづくりが重要となる。   

例えば、管理栄養士養成課程においては、“食事摂取基準の策定や活用の理論を理解す  

る”という観点から、関連するそれぞれの教育内容の講義内容に連動性をもたせ、「食事  

摂耳又基準」を体系的に教え、学Jぶことが必要となることから、国22に教育体系の一つ  

の例を示した。   

今後は、管理栄養士等の養成課程や卒後教育において、食事摂取基準の策定や活用の  

理論の理解を深め、活用を進めるため、創意工夫のある教育方法の展開が求められる。  

◆食事屏詔基準を脚に教え 学ぶことの窟穿とば   

「食事」は、健康を維持・増進し、疾病を予防するための基本となるものである。人  

は、食べ物を摂取し、消化・吸収、代言射等によって利用し、成長・発育し、健全な生活  

活動を営んでおり、この営みや状態が「栄養」である。栄養状態は、食材・食品、それ  

を加工・調理した「食事」の内容や「食事」のとり方によって異なって＜る。   

「食事摂取基準」は、人々がより良い栄養状態を維持するために必要なエネルギー及  

び各栄養素の摂取量の基準を示したものである。したがって、食事摂取基準の策定や活  

用の理論を理解するには、より良い栄養状態と食事の双方を管理することに必要とされ  

る専門的知識を統合的に習得することが求められる。   

「食事摂取基準」を体系的に教えるためには各専門分野の教育担当者同士の連携が必  

要であり、体系的に学ぶことを目的とした教育体系を考えることは、多様な教育内容を  

連動させ、栄養学の基礎から応用・実践までを統合する形で必要な専門的知識を習得さ  

せるシステムを考えることでもある。「食事摂取基準」は、各専門分野横断型での知識の  

習得を可能にさせるテーマの一つといえる。  
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図22 管理栄養士養成施設での「食事摂取基準」の教育体系（例）  
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Ⅴ おわりに  

これまで、対象者や対象集団のエネルギーや栄養素の摂取量が適切かどうかの判断は、  

体格や身体症状などを含め総合的な評価のもと、個々の管理栄養士による経験に委ねら  

れてきた。その判断の確からしさを、科学的根拠に基づき（E＞idence based）行うこ  

とで、より高めていこうとするのが、食事摂取基準である。   

国際的に、食事摂取基準の考え方が導入され、その活用方法の議論が進められる一方  

で、国内においては、食事改善や給食管理での専門職種としての管理栄養士の役割に期  

待が高まっている。食事摂取量の適切さを的確に評価し、望ましい摂取量を提示し、そ  

れに基づく計画や実施を図ることは、健康増進や生活習慣病予防にとって、重要かつ基  

本的な事項である。  

食事摂取基準の活用のためには、理論と実践の両者の質の向上が必要となる。理論の  

質の向上のためには、理論を正しく理解し実践した結果に墨つき、理論を修正しつつ、  

その構築を図っていく必要がある。また、実践の質の向上のためには、理論の質の向上  

が不可欠であり、理論を正しく理解し実践できるスキルが求められる。   

2010年版の食事摂取基準策定検討会報告書において、「活用の基礎理論」を新たに項  

立てし、記述したのは、こうした理論と実践の質の向上を目指した第一歩といえる。理  

言副こ基づき食事摂取基準を適用することにより、その方法論としての理論の検証が可能  

となり、少しずつ具体的な方法が明確になることで、その確からしさを高めていくこと  

ができるのである。   

現状においては、アセスメントを行う場合に必要とされる情報の収集が困難な場合も  

あると考えられるが、実践の質、例えば対象者（対象集団）の食事の質の向上のために  

は、そうした情報の収集が不可欠であることの理解を広げていくことも重要となる。ま  

た、これまで便宜上実施されてきた方法についても、その方法が適切であるかどうか、  

あるいはその方法で実施した場合に改めて評価を行うことで計画に修正を加える必要が  

あるかどうかの検証も必要となる。   

こうしたことの実現に向けては、なにより実践的研究や教育の基盤整備が進むことが  

必要である。  

本検討会報告書は、活用のマニュアルの作成をねらいとしたものではなく、現時点で  

得られている情幸馴こ基づき活用の基本的考え方やポイントを整理することで、手法や数  

値の限界を共有し、今後、そうした課題の解決に向けて、習慣的な摂取量をはじめとし  

た各種データが収集・蓄積されることをねらいとしている。食事摂取量の値も、食事摂  

取基準に示された値も、不確定な要素が含まれる完璧な値ではないからこそ、それらを  

用いた判断には、専門職種による判断が必要となる。この判断の参考として、2010年  

版の食事摂取基準策定検討会報告書と、食事摂取基準の活用のための本検討会報告書を  

役立てていただきたい。そして、次回2015年版の食事摂取基準の策定までに、専門職  

種による数多くの活用結果としてのデータが蓄積され、その検証が進むことで、次回策  

定時に活用の理論のさらなる充実が図られることを期待している。  
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